（様式３－７）室内空気質　2017年度基準
環境共生住宅認定（必須要件）個別供給型・団地供給型

共通【室内空気質】
　本書類に記名戴きご提出下さい。


	次のとおり，環境共生住宅認定基準に適合する工事を実施します。

平成　　年　　月　　日

住宅の名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


基準への適合状況

（１）用語の定義

・用語の定義は建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）を参照のこと。

（２）評価基準

・次に掲げる基準に適合していること

①居室（換気計画上居室と一体とみなされる空間を含む）の内装仕上げに用いる建材・施工材のうち、国土交通省告示第1113～1115号（平成14年12月26日）の対象となる建材・施工材を使用する際は、Ｆ☆☆☆☆（日本工業規格（JIS）・日本農林規格（JAS）による建材のホルムアルデヒド発散等級の規格、または国土交通大臣認定による）等「規制対象外」に該当する建材を使用すること。また同告示の対象となる建材・施工材を含む複合材、設備機器等については、F☆☆☆☆同等以上のもの（※１）を使用すること。同告示の対象とならない建材・施工材の使用は制限されない。

②居室に用いる内装仕上げ材、及び内装仕上げ等工事に用いる接着剤・塗料等は、トルエン、キシレン不使用のものとすること。（※２）

（※１）

JIS・JAS品、大臣認定品を二次加工した複合材等の製品については、関連する事業者団体がそれぞれの定めに基づいてホルムアルデヒド発散等級を表示する制度により確認すること。

現在以下の１５団体等がそれぞれF☆☆☆☆、F☆☆☆、F☆☆等を表示している。

日本建材・住宅設備産業協会、日本繊維板工業会、全国天然木化粧合単板工業協同組合連合会、日本プリント・カラー合板工業組合、全国木材組合連合会、日本フローリング工業会、日本繊維版工業会、日本集成材工業協同組合、日本壁装協会、日本接着剤工業会、日本塗料工業会、日本シーリング材工業会、日本建築仕上材工業会、押出発発泡ポリスチレン工業会、日本ウレタン建材工業会。
また、住宅部品、設備機器等、複数の建築材料を工場で組み立てたユニット製品については、「住宅設備・建具・収納のホルムアルデヒド発散区分に関する表示ガイドライン」（日本住宅設備システム協会、日本建材産業協会、リビングアメニティ協会、キッチン・バス工業会）に基づき、製造者の責任においてホルムアルデヒド発散区分が説明書等の記載されており、これにより確認すること。

（※２）

トルエン・キシレンが不使用であることの確認手段については５．認定基準－必須要件の解説を参照のこと。

（様式３－７）①

